
平成２０年度網使用料算定根拠







１．接続料の変更に際し用いる通信量等の予測について

データ時期 構成比 備考

（ア） 単位料金区域別通信量（通信回数・通信時間） H19下+H20上予測 H19年度上期実績 （１）を参照。

（イ） 都道府県別通信量（通信回数・通信時間） H19下+H20上予測 ― 単位料金区域別通信量を積み上げて算定。









Ⅰ.算定手順

総務省通知モデル

接続料規則別表第５ 接続料規則別表第３



Ⅱ．原価の算定及び料金の設定

端末回線伝送機能

(1)原価の算定 （百万円）



Ⅲ.投資等比率及び貯蔵品比率の算定

(1)投資等比率の算定

(単位：百万円)

区分 H18年度首末平均残高



Ⅳ.接続料収納までの平均的な日数の算定

(1)機能の提供と接続料の収納までの日程

請求書の発行

▲

0.5月 1.5月



Ⅴ.資本構成比率の算定



Ⅵ.他人資本利子率の算定

(1)有利子負債に対する利子率

　　有利子負債の額に対する他人資本費用の平成18年度実績とした。

1.44%

(単位：％)

年度 18

区分

1.44

)％-震)有利子負斎 イ負債Ｂ利死 子率







Ⅸ．料金設定に使用した回線数

端末回線数等

・加入者回線、ＭＤＦ算定等に使用した予測回線数
回線数
（回線）

加入者回線
加入電話回線数 20,024,186
ＩＳＤＮ64回線数 2,874,480
アナログ公衆電話回線数 124,886
ディジタル公衆電話回線数 46,887
計 23,070,439

加入者回線（ドライカッパ電話回線数を含む）
加入電話回線数 22,142,298
ＩＳＤＮ64回線数 3,044,876
アナログ公衆電話回線数 124,886
ディジタル公衆電話回線数 46,887
計 25,358,947

（再掲）施設設置負担金の適用のないサービスの回線数
加入電話ライト回線数 778,728
ＩＳＤＮ64ライト回線数 333,352
計 1,112,080

（再掲）公衆電話端末回線数
アナログ公衆電話回線数 124,886
ディジタル公衆電話回線数 46,887
計 171,773

・ＯＣＵ算定に使用した予測回線数
回線数
（回線）

ＯＣＵ使用回線数 3,237,673



Ⅹ．料金設定に使用した保守換算係数

コスト等 備考

タイプ1-2のもの 1.00



Ⅺ．料金設定に使用た⁄貸倒率コスト等 備考①榛A9BCL年度実績（実際費用方式に基づく平成２０年度榛関‘る網使用料算定根拠（平成２０年１月4日認可申請）の参考１．設備区分別の費用明細表より）②榛 DBF 6279BCL年度実績

（榛収 の合計）③貸倒率 0 0 ①÷②









（参考４）

指定設備管理運営費のうち、回線数の増減に応じて当該設備に係る費用が増減するものの内訳【西日本】

（単位：百万円）

設備区分等

固定資産の項目
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局
内
回
線
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容
部

き線点遠隔収容装置 - - - 13,677 13,677 -

局設置遠隔収容装置 - - - - - -

加入者交換機 - - - - - -

主配線盤 1,358 1,358 - 1,904 1,904 -

加入者系半固定パス伝送装置 2,805 2,805 - - - -

光ケーブル成端架 102 102 - 94 94 -

消防警察トランク - - - - - -

警察消防用回線集約装置 - - - - - -

中継交換機 - - - - - -

伝送装置 - - - - - -





（参考６）

設備区分別固定資産のうち、回線数の増減に応じて当該設備に係る

設備区分婿

跡定資産のぶ妤

遂







（参考９）



(東西合算した原価及び通信量等に基づく接続料）

３．平成２０年度網使用料の算定について

 25









3．中継系交換機能



4．中継伝送機能

・中継伝送共用機能

（1）原価の算定



・中継伝送専用機能



(4)料金の設定

・24回線単位のもの

①基本料

(ｱ) 同一通信用建物内に終始する場合

ａ．24回線まで

区分 料金等 備考









6.その他の機能

(1)市内通信機能

Ａ.自ユニット内コスト

区分 料金 備考
加入者交換コスト ａ．回数比例料金(円/回)





Ⅲ.投資等比率及び貯蔵品比率の算定

(1)投資等比率の算定

(単位：百万円)

区分 H18年度首末平均残高

指定設備管理部門の電気通信事業固定資産 5,063,844 (Ａ)

指定設備管理部門における投資等(収益の見込まれないもの)（※） 17,666 (Ｂ)

投資等比率（Ｂ÷Ａ） 0.0035 (Ｃ)

(単位：百万円)

区分 H18年度首末平均残高3 (Ａ)77,666 (Ｂ)

0),666 (Ｃ)





Ⅴ.資本構成比率の算定

(1)資本の状況

(単位：百万円)

レートベース

有利子負債





Ⅶ.自己資本利益率の算定　

1.ＣＡＰＭ的手法による自己資本利益率

(単位：％)
年度 平均（注４）







Ⅹ．料金設定び用した回線数 科 者交換機回線対応部専用機能狛 看 蠃 Ⅶ貞 疒 . Mパス数（※）科 者交換機接続 . Ｍパス数 4,868












